
人86
（農家数 179）

人2,572
（事業所 127）

人1,618
（事業所 174）

数字で見る

農業 製造業 卸・小売業

27.7%

82,396
総生産

0.3%
その他

0.1%
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高齢化率

19 位

人口密度県内

1㎢あたり約 1,755.2 人
（令和２年国勢調査）

昭和 35 平成 27 令和 2

30分

空港まで
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6.50k㎡
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宅地
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耕地

東西 4.0km南北
130度30分東経

33 度 35分北緯

位置と面積

人口・世帯数

町道
一級幹線道路　 　14　　　19 , 6 1 7 . 4m
二級幹線道路　 　20　　　10 , 6 8 1 . 5m
その他の町道　　573　　　94 , 9 2 7 . 9m

産業・経済

地価

人人口 28,62827,263

3,217

9,919

人女性有権者数 12,072 人男性 11,180

世帯世帯数10,942

福岡空港まで約 30 分。福岡市近郊に位置する須恵町は、森林や耕地がま
ちの多くを占める緑豊かな生活環境を有しています。

福岡市のベッドタウンとして、人口・世帯数ともに増加傾向に
あります。高齢化率は 27.7％となっており年々微増しています。

福岡市中央区の地価、またそこから同程度の距離比較
で地価をみると、須恵町の土地は価格帯が高くなく、
移住先として選ばれやすい状況にあります。

明治～昭和時代は石炭産業で栄えた須恵町。近年では第３次産業が著しく増
加をみせています。

財政力指数は経年比較で高くなっており（平成 23 ～ 25 年は 0.534）、
安定した財政運営を行なっています。歳出の内訳としては、子育て
環境の充実のための費用が増加傾向にあります。

福岡県初の幼児園の導入や町内全ての小中学校のエアコン設置、町立幼児
園の民営化など、子どもや子育てに関わる環境整備に取り組んでいます。

合計特殊出生率については、平成 5年以降
は増加傾向にあり、福岡県、国の推移より
高くなっています。

子どもの数について、須恵町では保育
所（園）幼稚園に通う子どもの数が年々
増加傾向にあります。

65.2%
第３次産業

34.4%

第２次産業

15,437

解説

解説

解説

解説

（令和２年国勢調査）

（令和５年６月）

（令和５年３月）（令和５年３月）

百万円

福岡市中央区福岡市東区志免町須恵町

71,100 88,600 112,900

400,300

（単位：円／m2）
（令和 5年度福岡県地価調査）

16.31㎢総面積（令和５年４月）約
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一般会計
歳入

歳出

億 万円2349122

職員 158人

1,001人 2,053人 976人

小学校３

須恵第一小学校 須恵第二小学校 須恵第三小学校

中学校２

須恵中学校 須恵東中学校

3保育園

須恵めぐみ保育園 わかすぎの杜保育園 明道館 れいんぼー幼児園須恵南幼稚園 アザレア幼児園

２ 認定こども園１幼稚園

0.62
財政力指数

（令和２～４年度）

（令和４年４月）

（令和６年度中に完成予定）

（令和４年度）

億 万円9286117
（令和４年度）
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全国
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財政

財政力指数は経年比較で高くなっており（平成 23 ～ 25 年は 0.534）、
安定した財政運営を行なっています。歳出の内訳としては、子育て
環境の充実のための費用が増加傾向にあります。

福岡県初の幼児園の導入や町内全ての小中学校のエアコン設置、町立幼児
園の民営化など、子どもや子育てに関わる環境整備に取り組んでいます。

合計特殊出生率については、平成 5年以降
は増加傾向にあり、福岡県、国の推移より
高くなっています。

子どもの数について、須恵町では保育
所（園）幼稚園に通う子どもの数が年々
増加傾向にあります。

1.70

解説

解説

解説

解説

45.1%
自主財源

54.9%

依存財源

40.7 %

義務的経費

52.4%

その他経費

6.9%

投資的経費

歳入

歳出

地方公共団体が自主的に収
入できる財源

町債 ( 借金 ) や国・県から交付され
たり、割り当てられる財源

毎年必ず支出しなければな
らない経費

将来に残るものを作るた
めに投資された経費

物件費や繰出金、補助費
などの経費

（平成 25～29 年）

（令和５年 12月） （令和５年 10月） （令和５年 10月）
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